
７．高次脳機能障害情報・支援センターの設置等について 

 

高次脳機能障害の支援については、障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業

において、都道府県が行う専門的な相談支援として、「高次脳機能障害支援普及事

業」を実施しているが、昨年６月に、当該事業の「支援拠点機関」が全都道府県に

設置されるに至った。今後、相談・研修・普及事業等、同事業の内容の充実が図ら

れ、高次脳機能障害者及び家族への十分な支援体制が整備されるようお願いしたい。 

また、国立障害者リハビリテーションセンターを通じ、「高次脳機能障害支援普

及全国連絡協議会」及び「支援コーディネーター全国会議」を開催しており、都道

府県における体制の整備、関係職員の資質の向上のため、各都道府県においては、

自治体や関係機関等に所属する職員の派遣について、特段の配慮をお願いしたい。 

更に同センターでは、来年度より、高次脳機能障害情報・支援センターを設置し、

高次脳機能障害に関する様々な情報や最新の高次脳機能障害者支援情報を集約し、

高次脳機能障害者やその家族及び支援関係者等に役立つ情報をホームページで発

信する体制を整備することとしているので、管内関係機関等への周知をお願いする。 

（現在の「国立障害者リハビリテーションセンター高次脳機能障害に関する HP） 

http://www.rehab.go.jp/ri/brain_fukyu/index.shtml 

 

 

（高次脳機能障害支援普及事業 概要） 

①  都道府県実施分  

ア．支援拠点機関（リハビリテーションセンター、大学病院、県立病院等）

に相談支援コーディネーター（社会福祉士、保健師、作業療法士等、高次

脳機能障害者に対する専門的相談支援を行うのに適切な者）を配置し、専

門的な相談支援、関係機関との連携、調整を行う。  

イ．自治体職員、福祉事業者等を対象に高次脳機能障害支援に関する研修を

行い、地域での高次脳機能障害支援の普及を図る。  

   

②  国立障害者リハビリテーションセンター実施分  

    高次脳機能障害者の全国的な支援体制の強化を図るため、全国の高次脳機

能障害支援機関の中央拠点として、都道府県における地方支援拠点機関等の

相談支援事業の円滑な運営を支援するため（高次脳機能障害支援普及全国連

絡協議会）、専門的な助言・指導及び関係機関の職員の研修会（支援コーディ

ネーター全国会議）等を実施する。  

 

 

 

 

 

 

http://www.rehab.go.jp/ri/brain_fukyu/index.shtml
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②国立障害者
リハビリテーションセンター

支援体制整備

・関係機関との連携 (連絡委員会の開催等)
・関係機関、自治体職員に対する研修
・関係機関への指導、助言

・専門的なアセスメント、ケアプランの作成
・ケアプランに基づくサービスの提供

委託

指導助言

・各種支援プログラムの検証と改正
・研修事業、普及啓発活動 等

サービス
利用

専門的相談

福祉サービス事業者

就労支援機関
医療機関

患者団体

市町村

都道府県

相談支援

高次脳機能障害支援普及事業

厚生労働省

モデル事業における成果（マニュア
ル等）の提示

※作業療法士、心理職等を必要に応じて
配置

相談支援コーディネーター
（ケースワーカー、ソーシャルワーカー、作業療法士、

心理職等）

①支援拠点機関
（リハビリテーションセンター、大学病院、県立病院等）

各都道府県に設置する。
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